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はじめに

空き家をどのように活用し、再生し、居住の質を向上するか検討する
必要がある。
これまで建築家が主導してきた再生に対して、近年、居住者が主体と

なって住居を再生する例がみられるようになっている。この居住者主体
の住まいづくりには、事業者の再生コストを低減するだけでなく、生活者
の視点から住まいの価値を高める可能性がある。
本報告では、公共・民間の賃貸住宅の再生における居住者主体の可

能性と、それをサポートする実践について発表します。



①民間賃貸共同住宅の再生



居住者が改修可能な賃貸住宅

居住者主体に関するトピック

①民間賃貸共同住宅の再生



〜 その有効性

①民間賃貸共同住宅の再生

・「計画・つくる・つかう」が一体となった住まいの再生・
個性化

・改修工事には専門知識・技術を有する人物が関与し、
質が担保されている



〜 その有効性

①民間賃貸共同住宅の再生

・大家や近隣住民とのつながりを生む

・住まいへの愛着を育み、共用部分・外構のリノベーションに発展する



②公営住宅における居住者(利用者)主体

団地や地域の活性化につながる活動に取り組むNPO等の団体に対して、高
齢化の進む市営住宅の1階空き住戸を活動拠点として貸し出す

＊市営住宅ストックのまちづくりへの活用事例 参考資料１



②公営住宅における居住者(利用者)主体

子育て支援・若者支援・児童デイサービス等高齢者ふれあいサロン

ふれあいサロンの活動には、以下のような多様な機能が認められる。
①高齢者を中心に住民が福祉の知識や情報を得られる
②団地住民同士の接点ができるコミュニティ形成の場になる
③介護が必要な住民の情報を共有する見守りの場になる
④電球の交換や買い出しなど生活サポートにも発展しうる



活動内容 - 【A】

①

①

一室化した訓練・指導室

②

② デンのような空間

児童デイサービス 社会福祉法人【A】

団地に住居以外の用途が入居することを認め、
利用者の改修を許可できれば、空家活用を通じ
て地域の課題解決につながる可能性がある。



③実践

空間づくりをサポートす

る仕組みがあれば、

居住者主体の動きを

促し、質を高められるの

ではないか？



③実践



③実践



まとめ

住宅の再生における居住者主体を有効に機能させるためには、

・居住者が住まいづくりに関わる余地を計画する

・賃貸であっても改修や他用途利用を認める柔軟な制度運用が必要

・居住者の改修やDIYをサポートする仕組みが求められる
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